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要旨  
1.背景  
「知的資産」は、普及させるべき専門家の間においても十分に理解されてお
らず、ましてや中小企業経営者にはまだまだ認識されていないのが実情である。 
しかし、現在中小企業がおかれている経営環境は少子高齢化により国内経済
の規模的な拡大が困難な状況が予想され、グローバルな状況においても新興国
の追い上げでコスト競争面の劣勢が顕著となっている。また、IT 化の進展など
によりモノが中心の時代から知識社会の時代へパラダイムシフトしており、無
形資産の価値が増大している。こうした状況から読み取れる課題は、自社の固
有の強みを認識し、商品やサービスの顧客価値を創造しさらに高めることによ
って利益を確保することである。経営資源が乏しい中小企業こそ知恵を絞って
環境の変化に対応していかなくてはならない。つまりは、知的資産を活用した
他者との差別化や短期のみでなく長期持続的な利益の実現を可能とする「知的
資産経営」が重要となるのである。  
 
2.問題提起  
知的資産経営報告書について財務報告書を補完するものとして作成されて
きた財務会計の立場からは、特に外部のステークホルダーに対する報告書とし
ての意義に重きを置く研究がなされている。中小企業基盤整備機構がモデルと
した知的資産の概念も主にこの財務的な見地から企業の価値を客観的に計測す
ることができないかとする発想に基づくものであったといえる。金融機関にお
いても、財務情報などの定量評価に対して、非財務情報を定性評価としてこの
両方で企業評価を行っていくという方向性は認識されているが、事業価値その
ものを評価し、積極的に経営を支援することで金融業務そのものの業績を拡大
していく形には結びついていない。  
本研究が対象とする、ものづくり中小企業においては中期経営計画が作成で
きている企業割合はまだ低い状態であり、既存の財務会計の見地からも実態を
明らかにする研究もまだこれからである。筆者が目的としてきた、中小企業の
本当の姿とは何なのか、経営課題を克服するためにどのような取り組みを行い、
外部の人間がどのように支援するのかという問いに対しては、財務的見地から
もマネジメント・コントロールからの見地からも期待した成果を見出すことが
できなかった。  
 
3. 本論文の目的  
中小企業の本当の姿とは何なのか、経営課題を克服するためにどのような取
り組みを行い、外部の人間がどのように支援するのかという問いに対しては、
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実際の企業支援を通じて探索していく方法があるが、一般的な経営相談の中身
は、まず当該企業の経営課題は何かを見つけ出すことから始まる。中小企業が
自社を長期的な目線で捉えなおし、自社の強みを認識し、将来の事業価値をど
のように作り出していくのかを描く「中小企業のための知的資産経営報告書」
の作成に期待が持たれたのである。 300 以上の企業が知的資産経営報告書を公
開しているが、それらを通じてどのようにこの知的資産経営報告書が作られ、
活用されているのか、どのような効果を上げているのか長期的に内部の変化と
外部からの客観的な分析による研究は見当たらない。そこで、「典型的あるいは
代表的な事例を選び、インテンシブな探求型のケース研究」の手法が中小企業
研究においても必要と考え本研究に取り組むことにした。  
研究手法として、アクションリサーチを用いた。この手法は、集団や組織、
コミュニティの調査方法で調査する対象に積極的に働きかけること通じて、対
象の状況を実践的に解明する方法のことである。つまり、組織、あるいはその
管理者を支援し、協力的な調査を通して、彼らが直面する真の問題を突き止め
て解決する努力をもとにした応用研究を行っている。  
本論文では、下記の点を研究目的とする。  
第一に、知的資産に関しては、様々な概念が多様な研究領域において議論され
ているが、「知的資産」及び「知的資産経営」についての概念定義を行う。  
第二に、知的資産経営についての先行研究をレビューし、知的資産経営を発展
させていくためのメカニズムを描く。  
第三に、このフレームワークの実証性をチェックするために、アクションリサ
ーチを使って、ものづくり中小企業の事例研究を行う。  
第四に、これらのプロセスを通じてものづくり中小企業の課題克服のための知
的資産経営のあり方を示す。  
 
4. 論文の構成  
本論で扱う知的資産に関する年代別の主な項目を整理すると図表 1-1 のよう
になる。まず、わが国においては、近年急激に知的資産経営につい議論されて
来ているが、 20 世紀と 21 世紀という大きな節目で見ると 1985 年頃の変革の
兆しが見えてきた時代、1990 年以降の世紀末とさらには 21 世紀以降の時代と
いう区分で見ることができる。特に、伊丹 (1984)や Nonaka=Takeuchi(1995)
などが見えざる資産や知識創造の経営を世界に先駆けて問題提起していること
は、形式知化しないと組織内に伝達できないとする欧米の経営手法に対して、
マニュアル化し得ないようなノウハウや組織的な運営方法を特徴とする日本的
経営が知的資産経営に取り組みやすい要素を持っていることに注目したい。  
一方、知的資産経営に取組む社会的な運動としては先進国として経営の実践
 3
面で北欧を中心として行われた。萌芽期の知的資産の理解や定義に対する取り
組みとしてはスウェーデンのスカンディア社が企業の見えざる知的資産を報告
書としてまとめている。  
 
図表 1-1 知的資産経営の 4 つの流れ  
 
 
 
（出所）山本 ,2009,pp.15-19 を参照し作成  
 
さらには、EU に拡大した生育・発展期の取り組みとして知的資産の測定と
マネジメントプロセスに焦点をあてた MERITUM Guidelines 2002 や PRISM 
Report 2003 があげられる。また、中小企業への普及を図る政府の取り組みと
してドイツの Intellectual Capital Statement 2004 の事例を見ることができる。
アメリカにおいては、経営学においても注目されている実践的な戦略展開手法
としてのバランスト・スコアカードも知的資本マネジメントの議論から生まれ
てきている。  
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これらを踏まえて、プロダクトの時代からナレッジの時代へという経済構造
の変化によって、企業活動を計測する会計的なアプローチの見直しが迫られて
いることに触れて知的資産の定義を行う。そして、知的資産を公開することに
よって経営資源としてどのように活用しているのか外部からの信用力を高める
意義について考察する。  
こうした問題意識において、組織内においてどのように知識創造が行われる
のか、「知識創造」という概念のブームを作った Nonaka=Takeuchi(1995)にお
ける SECI モデルをベースに個人レベルでの知識創造から集団レベル (非公式
組織 )さらに組織レベルでの知識創造へ知のスパイラルが起こる様子を Polanyi
の考察に遡って理論的な整理を行う。  
具体的には、図表 1-2 にしめすようなアプローチを行う。  
 
図表 1-2 
 
 
（1）まず、「第 2 章 知的資産経営とは」では、知的資産に関する暗黙知（ tacit  
knowledge）、知的資産（ knowledge assets）、知的財産権（ intellectual property）、
知的財産権（ intellectual property）、見えざる資産（ Invisible assets）、有形
資 産 （ tangible assets ）、 無 形 財 （ intangible goods ）、 無 形 コ ン ピ テ ン ス
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（ intangible competences）、無形潜在能力（ latent capabilities）  
知的資本（ intellectual capital）人的資本（ human capital）構造資本（ structural 
capital）関係資本（ relational capital）などの概念があり議論の混乱を招いて
いる本論文で扱う日本語の用語については、出来るだけ原書の語彙に沿って意
味をそのまま使うことにした。研究のアプローチ方法によって、経済学では
capital（資本）経営学では、 assets（資産）、会計学では、財（ goods）が使わ
れるとしているが、本研究における知的資産は何かを定義しなければならない。
欧州の知的資産運動、アメリカのキャプラン＆ノートンによるバランス・スコ
アカードの事例により、知的資産（資本）がどのように認識され評価されるの
か問う観点に立って、知的資産経営の定義を行う。さらに、認識する対象とは
報告書がどのような経緯で生まれて、どのように活用されているのか、各国の
特徴的なガイドラインを見ていく。  
(2)つぎに、「第 3 章 会計学的アプローチ」では、無形資産の評価手法や世
界的な動向、無形資産会計の観点からマネジメント手法としての知的資産会計
の初期の取組みに触れると共に理論的なアプローチを検討しながらも現実的に
は妥当な方策には至っていないことを示す。  
また、欧州におけるこれらの動きと相互に影響し合っているアメリカにおけ
る無形資産会計研究の動向を 19 世紀末以降現在までになされてきたアメリカ
の株式市場の評価の状況に基づきを紹介する。そして、財務会計の限界を超え
た枠組みを構築するため知的資産会計への転換を図っている。しかし、これら
の動きはあくまで会計学の範囲での動きであり、知的資産本来の価値をなす、
技術、人材、組織、ネットワークなどについては、従来の研究対象でないこと
もありやや概念的な提示を行ったままであると考えられる。  
(3)そこで、次にあげるのが 「第 4 章 戦略論的アプローチ」である。資源
ベース理論の特徴は、Penrose（ 1959/1995）でいう、未利用資源の活用により
会社が成長していくとされ、その後の研究で、知的資産は異質・固定性を持つ
ものであり他の組織では利用し難いのであり、持続的競争優位が確保できるシ
ナリオを持つことができる。経営資源に乏しい中小企業では人的資源を主体に、
未利用の資源がないかを検討し、経営資源活用の方策を実施することが求めら
れる。 
（4）無形資産会計については、イギリスやアメリカにおいてのれん会計として
19 世紀末から扱われてきたが、20 世紀末には知識集約型産業が目覚ましく発展
し、既存の産業の在り方も「製造業のサービス産業化」などと言われるように
大きく変化している。また、グローバル化の進展により、各国における国際競
争力が問われる時代となり、特に北欧を中心とした諸国で、知的資産運動とも
呼ぶべき動きが出てきた。我が国おける知的資産経営報告書の原型ともなって
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いるこれらの動きを「第 5 章 欧州における政策的アプローチ」として紹介し、
その意義と課題について論じる。 
（5）我が国においては、長期のデフレ経済、少子高齢化による国内市場の縮小、
グローバル化による生産拠点の海外移転など、中小企業を取り巻く環境は厳し
い状態が続き、本格的な経営力の向上が必要とされた。特に 2008 年の地域力連
携拠点事業により、中小企業の知的資産経営報告書の作成支援に多数の支援機
関が関与していった。しかし、知的資産経営とは何なのか、十分な研究がなさ
れないまま扱われたため、真の意味での経営力向上に繋がった成果には乏しい
のが現状である。「第 6 章 日本における中小企業支援的アプローチ」では、政
策的な流れを振り返り、今後支援機関が関与していくべき方向性について論じ
る。 
（6）「第 7 章 知的資産経営のメカニズムの検証」では、これまで議論してき
た知的資産経営の 4 つの理論的アプローチでの議論をもとに、本研究の基盤と
なる理論的分析枠組みの構築を試みている。  
 
 図表 3 知的資産経営のメカニズム  
 
（出所）筆者作成  
 
ここでは、既に知的資産経営報告書を作成しているが、活用できていない企業
を出発点に考えている。まず、ボックス 1 に中小企業に知的資産経営報告書を普
及させる段階で見られた、過去を振り返り、どのような知的資産（人的資産、構
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造資産、関係資産）を活用し、どのような成果を生み出してきたのか、これから
どのような未来の価値を生み出していくのかを描いているものを示している。 
初めて、知的資産経営報告書を作成する企業にとっては、人的資産、構造資産、
関係資産について検討することで、従来活用できていなかった資源についての気
づきも生まれ、将来の価値創造についてのアイデアが浮かんでくる。つまり、知
的資産経営報告書を作成することにより、自社の資源を見直すことになり、自分
たちの活動の意義を明確にし、中長期的な視点との整合性を見ることになる。こ
の流れを、知的資産のボックス 1 から戦略目標（中期計画）のボックス 2 への矢
印、さらには活動指標を明確にした取り組みを示すボックス 3 への流れを示して
いる。 ボックス 2 の戦略目標は、企業のあるべき姿を描き、どのような課題を
克服すべきか明確にすることになる。中長期計画の策定とそれを実現するための
方策を示す年次経営計画の連動が必要となる。ボックス 3 では、経営活動の活性
化のために、どのような取り組みを行い、仕組みを作り出すべきなのか、そして
それらをモニタリングできる指標を定めていくことを示している。 ボックス 4
では、これらの活動を通じて、有形資産と無形資産の区分で捉えられたであろう、
知的資産の識別について PRISM による資産の連続帯モデルによる企業の保有資
源（有形資産、無形財、無形能力、潜在的な能力）の範囲まで広げて把握するこ
とを示している。資産の連続帯モデルにより資産を認識した上でないと、どのよ
うな資源を活用し、組み合わせていくべきか見ることができない、有形資産とし
て認識されないものを無形資産として区分し、知的資産を理解するだけでは、有
形資産と無形資産の組み合わせによる未利用資源を活用するような戦略が生ま
れてこないからである。 本研究が対象とする、ものづくり中小企業においては
既存の機械設備をどのように活用できるのか、単に最新の機械を導入するだけで
は解決できない生産ノウハウが、当該企業の強みとして存在する。この観点を見
落として、ものづくり中小企業の知的資産を描くことはできないが、初期段階の
知的資産経営報告書ではこの組み合わせが上手く描けていないものが多い。 ボ
ックス 2 からボックス 4 に向かう矢印は、どのような事業戦略や技術戦略で、自
社の保有資源を評価していくのかという矢印である。保有しながらも活用できて
いないものや強化すべきもの、外部との連携により自社にはない資源を活用でき
ることなどが明かとなる。 そして、ボックス 1 からボックス 4 に向かう矢印は、
知的資産を活用し、蓄積していくことでさらに戦略の見直しや次にどのような資
源をインプットしていくべきか検証するサイクルを描いている。 知的資産を識
別することからはじめて、このような知的資産を活用するための中期経営計画や
経営戦略をもとに、経営活動を展開することで、企業は競争力を強化しさらに、
企業が保有する経営資源や能力を分析し、その中から競争力の源泉となる知的資
産を見出すような一連の活動を通じて、企業は将来的に必要となる知的資産を形
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成・構築していくのである。このような理論的分析枠組みを構築することで、中
小企業における知的資産経営を分析していく。 
（7）第 8 章では事例企業であるスイコー株式会社における 2001 年から 2013 年
の間に行われた経営改革の取組みについて、他の専門家のアドバイスを参考にし
て経緯について詳細にまとめた。支援機関における企業の課題に対応し適切な支
援を行うというコーディネーター的な立場としては、事前の課題整理や支援対象
となる社員(プロジェクトチームでの対応が多かった）に専門家と一緒に対応す
る姿勢で支援した。また、筆者自身が中小企業診断士であるとともに後期博士課
程に在籍する研究者であることを相手方に理解してもらい、理論的なアプローチ
についても現場での意見をヒアリングしながらまとめることができた。10 年余
りの期間において、企業がどのように変革していったのか、支援者としてどのよ
うに関与していくのか、単純に内部資料や専門家の報告書、作成された知的資産
経営報告書を見るだけでは浮かんでこなかったものが、本研究における議論を通
じて明らかになってきたものも多い。ものづくり中小企業においては、生産プロ
セスがベテラン技能者にしか分からないままのものもあり、内部の人間でも表現
できない「強み」が多数ある。また、経営力を向上させるための中長期的な取組
みと日常的な活動（目先の売上に追われる）の連動についてもリンクできないま
まに終わっている企業も多い。 
  通常のケーススタディでは表面に出てこない部分も、ディープに掘りこすこ
とで、中長期目標達成のためにどのような取り組みが必要になるのかを知的資
産経営という概念を使って明らかにする分析的枠組みことが、次の第 9 章の狙
いである。 
（ 8）スイコーにおいても、初めからすべてが見えていたわけではないし、自
社の力だけでは改革が出来ないことも改革の過程において認識されるようにな
った。筆者が、分析的な仮説として着目したのは、中長期計画と知的資産経営
報告書との関連である。スイコーでは、将来の経営に対する問題意識から中期
計画を策定するが、目標を達成するためにどのように取り組めば良いのか、体
制も知識もなかった。その後。外部専門家を活用してさまざまな改革に取り組
むことになるが、中期計画で示された「あるべき姿」を達成するために何をす
れば良いか、トップダウンではなくミドル層を形成し、中期計画の内容と日常
的な活動がどのようにリンクするのか社員個々人まで浸透させる取り組みが行
われている。ミドル・アップダウンのマネジメントスタイルと言える。こうし
た、ミドル層が中心となって知的資産経営報告書を作成している。同社にとっ
ての知的資産経営報告書の位置づけは、中期経営計画の内容を内外部に対して
宣言するものであるとしている。 3 次にわたる中期計画の内容がどのように変
化し、同社の改革に影響しているのかを「第 9 章 スイコーの知的資産経営の
 9
分析」として記述した。  
 (9)最後に本論文の到達点と今後の課題について記述した。知的資産経営報告
書を作成した多くの中小企業にとっては、知的資産について初めて触れるケー
スが多く、支援機関や金融機関からの勧めで、取り組んだものがほとんどであ
る。  
本研究の過程では、知的資産経営をどのように行うべきか、戦略をまず構築
しなければならないとか、有形資産ではない無形資産を認識しなければならい
などの議論が生まれてきた。しかし、知的資産とはどのようなものか、当該企
業なりに作成してみることからはじめることが妥当であると考えるに至った。
保有資源の分析から始め、知的資産を選択・組合せ・創成し、戦略に活用する
という流れが、一般的な理論の流れであるが、現実的には中小企業には経営計
画そのものが存在しないものも多く、稚拙なものであっても自社の姿を記述す
ることによって、今まで気づかなかった自社の強み認識し、発展の糸口をつか
むことになるのである。  
理論面の今後の課題は、第一に、アクションリサーチにより、中小製造業に
おける知的資産経営の取り組みについてのメカニズムを明らかにすることがで
きたが、汎用性の高いアンケート調査等により一般化する必要がある。第二に、
中小企業における知的資産経営は、人的資産に依存するところが多く、構造資
産や関係資産が形成できていない。実践に使える中小企業の知的資産経営を示
す一般的な理論構築までには至っていない。第三に、金融機関による知的資産
経営報告書の活用は、今後地域の企業との関係性を高めるために必要なもので
あり、金融機関の目利き力の向上に依存することになる。しかし、その評価を
巡っては、財務分析のような普遍的な基準はまだ生まれていない。中小企業の
知的資産経営の指標化に向けた理論の整備が必要である。  
つぎに実践的な課題としては、知的資産経営報告書作成によってどのように
企業が変革できたか、企業支援の実践的な側面から、企業側の支援してもらう
能力、支援する側の人材育成、地域の企業とともに発展していくべき金融機関
としてどのように知的資産経営報告書を活用していくべきかという 3 つの課題
についてまとめている。  
金融機関が知的資産経営を評価し融資に結びつけることで中小企業が知的
資産経営を活用して持続可能で普遍的な価値を実現していくことにつながると
考えられるがその課題と展望につての論点を整理しながら知的産経営の今後の
展開についての私見を述べ総括とする。  
